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主要株主及び主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ 

 

本日、2023 年４月１日付けで、以下のとおり当社の主要株主の異動が生じる予定となりましたので、

お知らせいたします。 

記 

 

１．主要株主の異動 

（１）異動が生じた経緯 

 当社の株主である株式会社鈴木商店(吸収合併存続会社)と虎ノ門パートナーズ株式会社(吸収合併

消滅会社)、神谷町パートナーズ株式会社(吸収合併消滅会社)及び株式会社古知(吸収合併消滅会社)

が 2023 年４月１日付けで合併し、虎ノ門パートナーズ株式会社、神谷町パートナーズ株式会社及び

株式会社古知が所有する当社の全株式が株式会社鈴木商店に継承される旨の連絡を受けたため、当

社の主要株主に異動が生じる見込みとなりました。 

 

（２）異動した株主の概要 

新たに主要株主及び主要株主である筆頭株主となる株主(吸収合併存続会社) 

名 称 株式会社鈴木商店 

所 在 地 東京都港区赤坂四丁目５番 21号バルミー赤坂３１７号室 

代表者の役職・氏名 代表取締役 鈴木 依里 

事 業 内 容 音楽・映像ソフトの企画・制作・販売・配給・配信・管理 

資 本 金 25,000,000円 

  

主要株主及び筆頭株主に該当しなくなる株主(吸収合併消滅会社) 

名 称 虎ノ門パートナーズ株式会社 

所 在 地 東京都港区虎ノ門四丁目１番 34号 

代表者の役職・氏名 代表取締役 柴 貴 

事 業 内 容 投資有価証券等の保有、売買及び運用に関する業務 

資 本 金 1,000,000円 

 

 



主要株主に該当しなくなる株主(吸収合併消滅会社) 

名 称 神谷町パートナーズ株式会社 

所 在 地 東京都港区虎ノ門四丁目１番 34号 

代表者の役職・氏名 代表取締役 柴 貴 

事 業 内 容 投資有価証券等の保有、売買及び運用に関する業務 

資 本 金 1,000,000円 

 

株主に該当しなくなる株主(吸収合併消滅会社) 

名 称 株式会社古知 

所 在 地 東京都港区虎ノ門四丁目１番 34号 

代表者の役職・氏名 代表取締役 前田 真宏 

事 業 内 容 投資、不動産業 

資 本 金 10,000,000円 

 

（３）当該株主の所有議決権数（所有株式数）及びその議決権の総数（発行済株式総数）に対する割

合 

株式会社鈴木商店 

 

属性 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の 

議決権の数に 

対する割合 

大株主順位 

異動前 主要株主 
8,358個 

（835,800株） 
15.39％ 第２位 

異動後 
主要株主であ

る筆頭株主 

26,133個 

（2,613,393株） 
48.14％ 第１位 

 

虎ノ門パートナーズ株式会社 

 

属性 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の 

議決権の数に 

対する割合 

大株主順位 

異動前 
主要株主であ

る筆頭株主 

8,888個 

（888,889株） 
16.37％ 第１位 

異動後 － 
－ 

（－） 
－ － 

 

神谷町パートナーズ株式会社 

 

属性 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の 

議決権の数に 

対する割合 

大株主順位 

異動前 主要株主 
7,037個 

（703,704株） 
12.96％ 第３位 

異動後 － 
－ 

（－） 
－ － 

 



株式会社古知 

 

属性 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の 

議決権の数に 

対する割合 

大株主順位 

異動前 － 
1,850個 

（185,000株） 
3.40％ 第４位 

異動後 － 
－ 

（－） 
－ － 

（注）１. 異動後の「総株主の議決権の数に関する割合」は、2022 年 12 月 31 日付の当社株主名簿に

記載された「総株主の議決権の数」54,281個を基準に算出しております。 

２.大株主順位については、2022年 12月 31日における当社株主名簿を現時点において想定した

順位を記載しております。 

 

３．異動年月日 

2023年４月１日 

 

４．今後の見通し 

今回の異動により鈴木商店の保有方針に変更はなく、経営に対するアドバイスや必要に応じた役員

候補者の紹介及び業務提携先の紹介等で当社の企業価値向上に資する施策のサポートをしていただけ

る関係性に変更ありません。 

また、今回の異動によっても、鈴木商店は引き続きその他の関係会社に該当するため、引き続き非

上場親会社等の決算を開示すべき会社等は鈴木商店になります。 

上記より今回の異動が当社に与える影響は有りませんが、今後、開示すべき事項が生じた場合は、

速やかに開示いたします。 

 

以上 


